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学部共通英語教育の学士力とその測定
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要約：80年というライフスパンに渡る社会生活を送るための社会的素養の育
成と，個人力である個性と創意工夫能力の開発が，現代の大学教育には求めら
れている。入試の多様化やユニバーサル化に伴い大学では多様な学生が学んで
おり，卒業生の質保障を図るためのスタンダードを設定することは重要である。
必ずしも専門教育と連動していない学部共通英語教育に関して，共通の指針を
策定することがどこまで可能であるか疑問の残るところでもあるが，卒業の基
準となる学士力，目標を達成するためのコアカリキュラム，授業設計や測定方
法を明示することは英語教育の質保証のために意義のあることであろう。授業
運営にあたっては，授業設計の中にコミュニティの育成や協働作業などを取り
入れ，互学互習を通じた持続的な自律学習のできる教育環境作りが大切である。
本稿では，高大接続および社会接続という観点を重視し，ヨーロッパ言語共通
参照枠（CEFR），カリフォルニア・スタンダード（CELDT），日本語教育ス
タンダード（JF Standard）や英検 Can-do リストなどを参考に，多様な学生
に対応するスタンダードとしての学部共通英語教育の学士力に関して検討を行
った。
キーワード：高大接続と社会接続（learner から user へ），ディプロマポリ
シーとカリキュラムポリシー，コアカリキュラムの必要性と授業設計，到達目
標と測定，CEFR（複言語主義と複文化主義），Can-do list
は じ め に
社会の情報・知識化，少子高齢化，国際グローバル化，環境志向化にともな
い，高等教育機関である大学の役割も大きく変わりつつある。これまで長きに
わたって大学教育に求められてきたものは，高度な専門知識（アカデミック・
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ハード・ナレッジ）を身につけた人材の育成であった。しかし，上述のような社
会変化に伴うニーズの多様化や学生気質の変化とともに，専門知識の修得に加
え，コミュニケーション能力，チームワークのための責任感，協調性，問題解
決能力といったソフト・スキルの修得支援が，大学教育に求められるようにな
ってきた。
大学の今後の役割は，在学中の年間で知識を習得させることだけでなく，
80年というライフスパンに渡って学び続ける人材の育成であり，学ぶという行
為を通じて人生を楽しむ知的営みのすばらしさを気づかせ，実践させることで
もある。大学教育に求められるものは，社会生活を送るための社会的素養の育
成と，個人力である個性と創意工夫能力の開発の両者であろう。したがって，
実際の授業運営にあたっても，授業設計の中にコミュニティの育成（SNS）や
協働作業などを取り入れ，互学互習ができる教育環境作りが必要となってきて
いるのである。
中央教育審議会は，大学卒業までに学生が最低限身につけなければならない
能力（学士力）を提言し，その中で，知識だけでなく，チームワーク，リー
ダーシップといった態度の重要性にも言及している。また，経済産業界は，産
業人材の育成という観点から，現場で求められる能力（社会人基礎力）を提言
し，その育成を大学教育に求めている。文部科学省によって提言された学士力
とその測定は，これまでの自己点検評価やファカルティ・ディベロップメント
（FD）と同様に，大学教育における今後の重点項目となるであろう。また，
大学基準協会をはじめとする認証評価機関による重要な点検項目のひとつとも
なるであろう。このような状況の中で，大学では学士力の達成と卒業生の質保
障という社会的責任から「ソフト・スキル教育」への取組が求められているの
である。
本稿では，大学の教養教育の中心のひとつである学部共通英語教育（以後共
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通英語教育）における学位授与の基準となる学士力とはいかなるものであるの
かを検討してみたい。同時に，学士力というのは卒業生の質保障（ディプロマ
ポリシー）を示す基準であり，その目標を達成するためのコアカリキュラム
（カリキュラムポリシー）とも密接に関係があるので，この点に関しても言及す
ることとする。
日本における共通英語教育を検討するにあたって，参考となる事例が世界に
は数多くある。たとえば，ヨーロッパにはEUが設計したヨーロッパ言語共通
参照枠（CEFR― Common European Framework of Reference for Languages: Learn-
ing, teaching, assessment），アメリカ合衆国にはカリフォルニア州が設計した英
語教育基準であるカリフォルニア・スタンダード（CELDT― California English
Language Development Test）などがあり，日本においても外国人に対する日本
語教育の基準である日本語教育スタンダード（JF Standard）や，日本英語検定
協会が作成した「英検Can-do リスト」などが存在する。
これらの資料を参考にしながら，共通英語教育の学士力に関して検討してい
きたい。
．大学における学部共通英語科目の現状と文部科学省の政策
「学士課程教育の構築に向けて（答申
)
）」（以下，学士課程答申）は，2005年度
の中教審答申「我が国の高等教育の将来像
)
」および「新時代の大学院教育
)
」の
流れを汲むものである。「我が国の高等教育の将来像」では，「入学者選抜・教
育課程の改善，『出口管理』の強化」「教養教育や専門教育等の総合的な充実」
などが，早急に取り組むべき重点施策として示された。「新時代の大学院教育」
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) 文部科学省：「学士課程教育の構築に向けて（答申）」
) 中央教育審議会：「我が国の高等教育の将来像（答申）」
) 中央教育審議会：「新時代の大学院教育―国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて―（答
申）」
では，大学院を社会のリーダーを育成する場と捉え，教育の質の確保について
の提言がなされている
)
。
これらの答申を受けて，中教審の議論が始まった。そこでは，大学での年
間の教育は，教養教育や専門教育などの枠組みを超えて一貫した「学士課程教
育」と位置付けられた。中教審大学分科会の「制度・教育部会」および「学士
課程教育の在り方に関する小委員会」で，「学士課程教育の構築」に向けた論
議が深められ，2008年月に「審議のまとめ」が発表された。今回の答申まで
の審議で，構成の変更や文言の修正，読みやすさに配慮した修正なども行われ
た。2008年月には，文部科学大臣が中教審に「中長期的な大学教育の在り方
について
)
」を諮問，学士課程答申と連動する形で，大学全体のあり方を見直す
ための審議が進められている。
今回の答申の内容は，学位の授与（ディプロマポリシー），教育課程の編成・
実施（カリキュラムポリシー），入学者の受け入れ（アドミッションポリシー），教
職員の職能開発（FD & SD），教育の質保証のための仕組みの強化など，多岐に
わたる。大学分科会の事務局を担当する文部科学省高等教育局は，「大学は
『学位を授与する』という特別な役割を担う教育機関であり，その役割は歴史
的，国際的に確立されている。各大学が授与する学位が国際通用性を備えてい
るかどうか，またそのことを大学関係者が自覚しているかどうかを，正面から
問う答申といえる」と説明する。
2008年月に閣議決定された「教育基本振興計画」では，「社会の信頼に応
える学士課程教育等を実現する」という方向性が示されている。学士課程答申
では，そこに向かうための方針が打ち出された。「質の維持・向上に向けた努
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) FD活動の義務化が学士課程よりも大学院で先行実施されたのは，大学院を教育の場とすると
いう方針を明確化したものであるといえよう。
) 文部科学省：｢中長期的な大学教育の在り方について（諮問）」
力を怠り，社会からの負託に応えられない大学があるならば，今後，その淘汰
を避けることはできない」という一文は，大学に厳しい問題意識を突き付けて
いるといえよう
)
。学士課程共通の学習成果に関する参考指針として提起された
「学士力」は，2007年月の審議経過報告で初めて登場して以来，大学関係者
にとって関心の高いキーワードとなっている。学士力をどのように測定し，ど
う活用するかは，これからの課題といえる。
一方，他の先進国では，「何を教えるか」よりも「何ができるようになるか」
を重視する取り組みが進んでいることから，OECD が検討している高等教育
における国際的な学習成果の評価（AHELO― The OECD Assessment of Higher
Education Learning Outcomes）と学士力をどのように結び付けて捉えるべきか，
という点にも関心が集まっている。
つの方針（ディプロマポリシー，カリキュラムポリシー，アドミッションポリ
シー）の明確化，初年次教育，FD・SD の実施，少人数・双方向指導，厳格な
成績管理（GPA）など，学士課程教育の質を向上させるためのツールが，答申
の随所で提起されている。これらのツールは，国際通用性を備えた「学士」の
育成の一助になるという位置付けである。本来であれば，学士力養成のために
特別なカリキュラムを用意する必要はなく，各大学がすでに実施しているカリ
キュラムと，学内外の幅広い活動によって，答申が掲げている資質や技能を学
生にほぼ身に付けさせることができるはずである。しかし，今回の学士力の明
示にあたっては未だ十分でないというのが一般的な見解であろう。したがって，
社会の信頼に応える学士課程教育の実現に向けて，「学士課程教育とは何か」
「学生にどのような価値を提供できるのか」といった論議が，大学全体で深ま
っていくことが期待される。
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) 今後は認証機関の審査結果に応じて，文部科学省からの一般経常費補助なども減額されること
になるであろう。
学士力という概念は，上述のように，入学から卒業までの年間を通して育
成されるものである。しかし，大学の英語教育の場合は入学後の年間で教え
られる教養課程のいわゆる一般教育科目としての共通英語（EGP ― English for
General Purposes）と，その後の年間の専門課程において文献講読や外書講読
などを通じて教えられる専門英語（ESP ― English for General Purposes）とに分
断されている。「分断」という言葉をあえて使用したのは，中教審が提唱する
学士力とは教養教育と専門教育の枠組みを超えた一貫した「学士課程教育」と
いう位置付けにもかかわらず，大学の英語教育に関してはほぼすべての大学で
このつの課程にブリッジを架けるという作業がなされていないからである。
このような現状にあって，共通英語教育の学士力を作成することは困難を極め
るが，英語教育は大学教育の大きな部分を担っているので，学部共通英語の学
士力の明示は避けて通ることはできないのである。
．学士課程教育と高大接続および社会接続
高等教育機関である大学における英語教育は，中等教育機関である中学およ
び高校で学んできた英語基礎教育を発展させ，社会人になった際に活用できる
英語運用能力に高めることが求められている。これまで，大学の英語教育を独
立したものと見なす向きもあったが，今後は高校までの教育と大学の教育を接
続させ，かつ卒業後の長きにわたる人生において幅広い意味で英語（外国語）
を活用できる資質を育成することが求められているのである。いわば，高大接
続と社会接続という視点で，大学の英語教育を検討する必要がある。
もうひとつ大切な視点は，従来は知識を授けることに重点が置かれてきたが，
それをいかに活用してどのように役立てるのかということを学生に自覚させ，
ライフスパンにわたる自律学習を促進する意識改革を起こさせることである。
高大接続という面では，大学入学時点で到達度別クラス編成に広く用いられて
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いるプレースメントテスト
)
を改善し，評価者と評価を受ける学生一人ひとりが
英語運用能力の確認を行う必要がある。現在多くの大学で実施されているプ
レースメントテスト結果を分析することにより，評価者は学生たちの高校卒業
時点での英語運用能力（「英語Ⅰ・Ⅱ」および「オーラル・コミュニケーションⅠ・
Ⅱ」など）をある程度確認することができる。しかし，学生たちが自己の到達
度を確認し，今後の学習を進めていくステップを把握するには，より詳細な別
の指標が必要となるであろう。それがヨーロッパ言語共通参照枠や英検等が作
成しているCan-do リストである。
学士力とは大学の教育の質保障を示す学力到達目標であり，その目標をどれ
だけ達成できたかを測る測定装置でもある。したがって，高校卒業時点での学
習成果（アウトカム）の認知度成果と非認知度成果を測定して，学習者にフ
ィードバックする必要がある。
学士力の意義と方法に関して検討してみたい。高大接続という観点で学士力
を検討する際には，基礎資料として日本の高等学校における英語科目の学習指
導要領
	)
がある。次のように記されている。
第款 目 標
外国語を通じて，言語や文化に対する理解を深め，積極的にコミュニケーシ
ョンを図ろうとする態度の育成を図り，情報や相手の意向などを理解したり自
分の考えなどを表現したりする実践的コミュニケーション能力を養う。
第款 各 科 目
第 オーラル・コミュニケーションⅠ（目標）
日常生活の身近な話題について，英語を聞いたり話したりして，情報や
考えなどを理解し，伝える基礎的な能力を養うとともに，積極的にコミ
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) 具体的には，TOEIC BRIDGE，CASEC や英検プレースメントテストなどがある。
	) 高等学校指導要領は平成25年から新指導要領に換わり，「英語Ⅰ・Ⅱ」は「コミュニケーショ
ン英語」となり，「オーラル・コミュニケーション」は「英語表現」となり，「リーディング」や
「ライティング」などは廃止される。大きな流れとして，スキル別の授業から統合的な授業へ変
換される。（新学習指導要領「外国語」）
ュニケーションを図ろうとする態度を育てる。
第 オーラル・コミュニケーションⅡ（目標）
幅広い話題について，情報や考えなどを整理して英語で発表したり，話
し合ったりする能力を伸ばすとともに，積極的にコミュニケーションを
図ろうとする態度を育てる。
第 英語Ⅰ（目標）
日常的な話題について，聞いたことや読んだことを理解し，情報や考え
などを英語で話したり書いたりして伝える基礎的な能力を養うとともに，
積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育てる。
第 英語Ⅱ（目標）
幅広い話題について，聞いたことや読んだことを理解し，情報や考えな
どを英語で話したり書いたりして伝える能力を更に伸ばすとともに，積
極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育てる。
第 リーディング（目標）
英語を読んで，情報や書き手の意向などを理解する能力を更に伸ばすと
ともに，この能力を活用して積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度を育てる。
第 ライティング（目標）
情報や考えなどを，場面や目的に応じて英語で書く能力を更に伸ばすと
ともに，この能力を活用して積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度を育てる。
（高等学校学習指導要領 第	節 外国語より抜粋）
学習指導要領の中から目標だけを抜粋して掲載したが，それぞれの目標に関
して具体的な事項も記されており，たとえば「オーラル・コミュニケーション
Ⅰ」に関しては⑴言語活動 ⑵言語活動の取り扱い ⑶言語材料などが記され，
それぞれの項目に関して指導上の配慮なども詳細に示されている。したがって，
高等学校の英語教育に関しては学習指導要領が教育指針であり，また指導目標，
指導上の配慮や教科書選定基準ともなっており，学習上の到達度が明確に示さ
れたものであるといえよう。そのような点において，大学の学士力策定にあた
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って高等学校指導要領は参考となる部分が多い。だが，その能力判定や客観的
測定方法が適切に示されたものとはなっていないのである。それらは現場の教
員に委ねられているのであろう。学士力というのは，大学の学習指導要領にあ
たると考えられる。それゆえ，各大学が明示するよう求められている学士力に
は，準備学習や到達目標だけでなく，客観的な測定方法や評価基準なども記す
よう要求されているのである。
入学時点，つまり共通英語科目の開始時点の学力を測定する方法として検討
されているのが高大接続テストである。2008年12月の中央教育審議会答申「学
士課程教育の構築に向けて」において，「高等学校の学力を客観的に把握・活
用できる新たな仕組みづくりについて高大接続の観点から取り組みをすすめ
る」ことを国の取り組み課題とし，「高大接続テストに関し，高校，大学の関
係者が十分に協議・研究するように促す」とされた。高等学校段階の学力を客
観的に把握・活用できる新たな仕組みに関する調査研究に着手した地域もある
)
。
高大接続テストと入試センター試験は，その役割において大いに異なるもので
ある。高大接続テストは，学習到達度と到達させるのに必要な知識や技能の習
得レヴェルをきめ細かく識別させるものである。一方のセンター試験は，大学
入学試験に対応するように設計されているため，序列化を主たる目的としてお
り，基盤的な知識レヴェルを測定するものにすぎないのである。大学の学士力
とは，高校卒業段階での学習達成度を社会で要求される運用力へと接続させる
ことを目的としているので，現在の入試センター試験では十分にその役割を果
たすことはできないのである。すなわち learner から user へと成長させる指
標が求められているのである。
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) 佐々木隆夫（北海道大学教授）を中心として，北海道大学は，国・公，私立大学関係者，教育
委員会と PTAを含む高校関係者，大学入試センターや有識者の参加を得て，「高等学校段階の
学力を客観的には把握，活用できるあらたな仕組みに関する調査研究」に着手した。（日本経済
新聞2009年月20日）
高大接続テストの目的と内容に関して考察する。大学全入時代を迎えた我が
国では，入試の多様化や入学者確保のため，多くの大学では入学選抜試験が大
学入り口段階の学力層の絞り込みの役割を果たせなくなってしまった。2007年
度の時点で国立大学協会は適切な高大接続を実現するため「高等学校における
基礎的教科・科目の学習の達成度を把握する新たな仕組み」の構築を国と関係
者に要請している。だが，実際には全国の高等学校で学力を把握する共通した
客観的な尺度や測定方法が存在していないのである。したがって，大学進学者
に対して，高校と大学が協力して学力を客観的に把握し，習熟度や成果を高校
の指導改善や大学の初年次教育に生かせる絶対評価が必要となったのである。
それが高大接続テストの目的である。したがって，高大接続テストシステムの
開発は重要であり，成果が待ち望まれるところである。
本稿のテーマである共通英語科目のあり方に関しても，この高大接続という
視点が不可欠である。つまり，学士力の明示とは，学生生徒一人ひとりが高校
卒業段階での学力を客観的に把握し，大学でその積み上げを行い，社会に出た
際に大学で学んだことを実践活用できるようにすることである。そのためには
項目別に絶対評価で学力を測る必要が生じるのである。テスト結果がスコアで
示された時，そのスコアがどのような意味合いをもつのかという共通認識が必
要であり，個別指導や集団指導の英語力評価のガイドラインともなり，到達目
標をスコアに換算することにより，学習者自身もあらたな到達目標を設定する
ことが可能となるからである。だが，高大接続テストの調査研究は始まったば
かりであり，実施に至るまではかなりの時間を要するであろう。
同時に，各大学は文部科学省が作成する学士力のガイドラインを基礎に，独
自の英語学士力の到達目標であるディプロマポリシーを作成し，その基準を満
たすことができるカリキュラムポリシーやカリキュラムデザインを整備し，到
達目標と測定方法を明示する必要がある。
22
．ヨーロッパおよびアメリカ合衆国の外国語政策
大学が学生の到達目標を設定する際に参考となるのが，諸外国や国内の機関
で作成されている外国語（英語）学習の到達目標と，その実践能力を示した基
準表（参照枠およびCan-do リスト）である。現在最も大規模に調査分析が行われ，
信頼性が高いとされているのが，「言語のためのヨーロッパ共通参照枠：学習，
教育，評価（Common European Framework of Reference for Languages: Learning,
teaching, assessment）」（以下，CEFR）である。
まず，CEFRの理念に関して検討してみたい。CEFRは欧州評議会をはじめ
とするヨーロッパの言語教育関係者による30年近くに及ぶ研究と実践の成果の
ひとつであり，ヨーロッパの社会状況の変化，それを受けての欧州評議会によ
る言語教育・学習に対する方針，およびコミュニケーションに主眼をおいた言
語教育研究の成果でもある。複言語主義に基づき，ヨーロッパの言語教育のシ
ラバス，カリキュラムのガイドライン，試験，教科書などの向上に一般的基盤
を与えることを目的とした言語教育・学習の場で共有される枠組み（frame-
work）である。特筆すべき点は，言語能力の熟達度を描く共通参照レヴェル
（common reference levels）と，例示的能力記述文（illustrative descriptors）を示
していることである
10)
。
欧州評議会は現代語に関する諸活動の基本姿勢として，次の点を原則とし
ている。
①ヨーロッパの言語的，文化的多様性は保護され，発展すべきであること
②ヨーロッパで使用されている言語をよりよく知ることを通じて，人の移動，
相互理解，協力を推進できること
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10) JF 日本語教育試行版。Ⅳ．「先行研究レビューⅣ-言語のためのヨーロッパ共通参照枠」
③言語学習・教育の領域で加盟国間の協調が求められること
このように，多様な言語や文化の尊重，ヨーロッパ社会に貢献する言語教
育・学習，加盟国間の協調の重視，という欧州評議会の価値観を，言語教育の
概念にみることができる。つまり，言語学習を通して母語話者に匹敵する力を
身につけるのではなく，多様な言語が使用されるヨーロッパ社会の中でコミュ
ニケーションが円滑に行われるようにするという理念に基づいているのである。
学習者にはさまざまなニーズがあることが認められ，学習者の視点から言語教
育・学習を考えるという立場に立っているのである。
さらに，CERFには欧州評議会が推進する言語教育・学習として，学習者中
心（learnerʼs centredness）の考え方や，自律した学習者（autonomous learner）と
いう概念が取り入れられている。North（2007）によると，CEFR の開発には
つの目的があるとされている。
①言語学習の目標や言語能力のレヴェルについて，教育機関，国境，言語を越
えて使用できる共通のメタ言語を確立する
②言語教育の実践者に，特に学習者の実際的な言語学習のニーズ，適切な目標
の設定，学習者の進歩状況把握などに関連づけて，自らの実践を内省するこ
とを促す
③1970年代から欧州評議会の現代語プロジェクト（Council of Europe Modern
Languages Projects）の研究に基づいて考案された共通参照項目に同意する
ここで大切な点は，学習者のニーズに応え，測定結果も学習者が把握できる
ようにするという姿勢である。具体的には，1975年に The Threshold Level
が発表され，当時のヨーロッパをはじめ世界各地の外国語教育に大きなインパ
クトを与えた。The Threshold Level の包括的な目的は「言語教育の幅と効果
を増大させることによって，ヨーロッパ内での人や考えの行き来をより容易に
することであった
11)
。日常生活において一人でコミュニケーション行動ができる
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ことを目標に掲げ，そのために必要なトピック，機能，概念，語彙，文法項目
が記載されている。The Threshold Level の中で用いられている Threshold
Level とは，言語学習者が適切なコミュニケーションをとれていることを確認
するために，少なくとも何ができていればよいのかという敷居（threshold）に
あたる明示されたレヴェルである。学習者はこの敷居により自らの言語レヴェ
ルを把握して，上位のレヴェルを獲得するため，次の段階への敷居を越えて行
けばよいのである。
これはまさに日本において現在進められている共通英語学士力の参考となる
資料である。日本の大学において求められている英語運用能力は多様であるが，
総論として，母語話者となることよりは英語を共通語として用いて海外の人び
とと多様なコミュニケーションができ，他文化を理解し自文化を伝える姿勢を
養うことであるといえよう。これまでの日本の教育において欠けていた点は，
学習者が自らのレヴェルを明確に把握し，次にどのような学修が必要かを理解
でき自律学習へと繋げる仕組みである。そのような意味で，CEFRの理念は今
後の日本の大学英語教育の概念や教育政策ともおおよそ合致するものである。
参照枠やThreshold Level に関しては，日本の中等教育を踏まえて編集し直す
必要があるが，その骨子となる部分の作成にあたっては，ヨーロッパ言語共通
参照枠を参考にする意義が大いにあるといえよう。
次に，アメリカカリフォルニア州ロサンゼルス統一学区における英語教育の
試みに関して，日本の英語教育への示唆として検討してみたい。
現在のアメリカでは，本土全域に渡って，いわゆる英語ができない子どもた
ちが急増している。彼らは English Language Learner（ELL）あるいは Eng-
lish learner（EL），Limited English Proficient（LEP）｛英語力に限界のある学
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11) ｢ヨーロッパ言語共通枠組みの最近の動向」p.23。
習者｝などと呼ばれている。英語を母語とせず，一般の科目を英語母語話者と
いっしょに受講して，授業についていけるだけの十分な英語力がないと判断さ
れた幼稚園から高校までの生徒たちが多く存在する
12)
。2004-2005年の調査では，
「英語学習者」と称される子どもたちが小学校から高校までの全生徒で10.5％
（500万人）存在し，そのうちの75％がスペイン語を母語とする子どもたちであ
るという結果が示されている。
カリフォルニア州では子どもを公立小学校に入学させる際に母語が英語でな
いと判断された場合に，話す・聞く能力の測定を中心とした「カリフォルニア
英語能力テスト」（California English Language Development Test）を受験しなけ
ればならない。カリフォルニア州の言語政策はかつて二言語教育とバイリンガ
ル教育を採用していたが，現在では「英語オンリー教育」に変わっている
13)
。ロ
サンゼルス市では，SEI（Structured English Immersion/Sheltered English Immer-
sion）のクラスに編成された児童は，カリフォルニア州の ELD（English Lan-
guage Development）に沿った教育を受ける。ELD の授業は州に容認されたカ
リキュラムを使って日30分から45分行われる。リスニングとリーディングの
アクティビティに関しては，「理解可能なインプット」を与え，またスピーキ
ングとライティングの指導は生徒の英語レヴェルに応じて行うように指導され
ている
14)
。ELD には ELD初級から ELD上級までの教授用マニュアルが完
備されており，その中には ELL 学習者に合った指導方法（ストラテジーと方法
論），指導案，さまざまなアクティビティなどが豊富に用意されている。教師
はそのスタンダードに沿って授業プランを立て，また ELL 学習者の読み・書
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12) 田中真紀子。「神田外語大学紀要第21号」。ページ。
13) 1980年代に，文化同化主義に基づき，二言語主義は効果がなく，場合によっては逆効果である
として英語オンリー教育を主張するプロポジション227が採択されて以降，言語教育の方針が変
更された。
14) 田中真紀子。「神田外語大学紀要第21号」。ページ。
き・聞き・話すことに関する習熟度の評価を行う。ELD の目的は，ELL 学習
者にできるだけ早く英語を身につけさせ，英語を母語とする児童のクラスに編
入させることである。そのための準備として，言語学的な知識だけでなく，ア
カデミック・スキルもELDのクラスで勉強することとなっている。
このように，ヨーロッパにおける CEFR やアメリカにおける ELDには，言
語教育の重要性，評価者と学習者の両方が能力を測定できる共通の参照枠，ラ
イフスパンに渡って自律学習を継続できる姿勢の育成が提示されていることが
分かる。今後の共通英語学士力の策定にあたっても，これら点を含んだ体系
を整備する必要がある。ただ，わが国の英語教育のもうひとつの大きな問題は，
CEFR が EUの，ELD がアメリカ合衆国の発展のための言語教育という役割
を担っているのに対して，日本の英語教育はスキル教育を重視する一方で，教
育の柱が明確にされていないことである。もちろんその柱は一本ではなく，複
合的な要素を含んでいるであろう。しかし，この柱が明確に示されていないこ
とが共通英語の学士力をはじめとした日本における英語教育の基盤を整備でき
ない理由のひとつであろう。
日本英語検定協会（英検）は小学校から大学までの一貫した英語教育の在り
方の策定が必要だとして，小・中・高・そして大学までも視野に入れた互いに
つながりのある一貫したカリキュラムやシラバスの必要性を主張している。こ
れはヨーロッパやアメリカを中心とした competency-based language teaching
（Richards & Rodgers, 2001）を参考としたもので，たとえば，初級，中級，上
級で，それぞれどのような英語運用能力が求められ，そのためにどのような言
語知識等が必要であるかを記述することにより，英語教育の目標，評価，教授
法等の策定の基礎にするという考え方である。
英語の能力を示す言葉はつ存在する。一方は proficiencyであり，他方は
competencyである。前者は運用能力を示す言葉であり，いわゆる skill という
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言葉で表現できるものである。後者は運用者としての適格性を示すものである。
したがって，competency-based という考え方は，ある一定レヴェルの英語力
があると認定された人が，英語を使って実際にどのようなことを行えるのかを
調査することから始まる。その項目を纏めたものが Can-do リスト
15)
である。こ
のリストをもとに，自らの英語力を認知し，また新たな具体的な目標に向かっ
て学習を継続させていくことができるのである。したがって，これまでの検定
試験では英語運用能力を大雑把に測定していたが，Can-do リストによって，
実際の運用事例を参照してアウトカムの測定を行うことができるようになった
のである。Can-do リストが担っている役割は，学習者が自らの英語運用能力
を把握でき，段階的に学習を進めることができるようにすることである。ヨー
ロッパ参照枠ほど体系化されていないが，Can-do リストの開発が進められて
いることは日本の英語教育においては大きな前進であるといえよう。
大学の英語担当教員向けに実施された「大学における『英語教育活動』に関
する現状調査
16)
」という報告書がある。その中では，〜年前の入学者に比べ
て英語の学力が全体に下がっているという回答が65％，学力格差が拡大してい
る61％というデータがある。また，入学者に求める英語学力は，TOEIC400点
（24％），TOEFL450点（26％），英検準級（37％）となっている。同時に入学
時の学力の目安としている業者テストでは英検が最も多く，次に TOEIC，
TOEFL と続いている。また，卒業時の学生に求める英語の学力については，
TOEIC600点（23％），TOEFL500点（28％），英検級（40％）となっている。
つまり大学での英語教育に求められているのは，入学時のレヴェルを卒業時の
28
15) Can-do リストは英検以外にも，GTEC や TOEIC Can-do Guide などもある。特に日本英語検
定協会は2007年度に CEFR に関する研究プロジェクトを発足させ，英検と CEFR との関連性を
探る調査を進めている。（STEP英語情報2010年・月号）
16) ㈶日本生涯学習総合研究所が大学の英語担当教員に対して実施したもので，調査期間は平成18
年11月〜12月で有効回収数は162であった。
レヴェルに高めることである。しかし，客観テストのスコアで示されている数
字は，単に業者によって開発された試験のスコアにすぎない。大切なことは，
学習者である学生にとってどのような能力が基準に達しているのか，あるいは
不足しているのかを理解できることである。同時に，たとえば英検級の資格
があれば，どのような行為（アウトカム）が可能であるのかも明確に把握でき
る必要がある。それを補うものが英検やTOEICなどの Can-do リストである。
これらは，現在のところ，大規模な調査と膨大な資料に基づいて構築されてい
る CEFR の基準枠とは比べ物にならないが，比較的多数の大学教員が信頼し
ている検定試験である英検やTOEIC で，受験者が自らのレヴェルをおおむね
測定でき，かつ今後の持続的な自律学習につなげていくための指標を提示して
いるという意味で重要なものと位置づけることができよう。
．日本における外国人向けの日本語教育の現状
日本の英語教育の柱を検討するに当たって，国際交流基金（Japan Founda-
tion）が作成したわが国における日本語教育のあり方に関する資料
17)
が興味深い。
ヨーロッパにおける言語教育参照枠の CEFR と同様に，日本語教育に関し
ては国際交流基金が作成した JF 日本語教育スタンダード（以後 JF）が存在す
る。JF とは，文化を異にする人びとがともに生きていく社会状況を目指して
開発されたものであり，「相互理解のための日本語」という基本的姿勢で纏め
られたものである。JFスタンダードは，「相互理解のための日本語」教育の政
策や目的，理念を枠組みとして提示しており，シラバスやカリキュラムの作成，
教材・教授法の開発，能力評価などの具体的な教育活動の指針になるように考
案されている。
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17) 国際交流基金：「JF 日本語教育スタンダード」
「相互理解のための日本語」にはつの特徴がある。
①発信者と受信者が互いの理解のための共同行為に使用する
②国籍や民族を超えた日本語使用者のコミュニケーションに資するものとする
③日本語を使用する領域や場に基づいた基準とする
④「相互理解のための日本語」を学んだり使ったりすることで，学習者は母語
とは異なる言語や文化に触れる機会を得ることができる
このような「相互理解のための日本語」を達成するためには「課題遂行能
力」と「異文化理解能力」が求められる。これらはまさに，CEFRの日本語教
育版といえる。たとえば能力記述データベースは can do形式で作成されてお
り，CEFRの共通参照レヴェルおよび例示的能力記述文を参考にして作成され
ている。また，学習者は自らの学習を「計画・モニター・評価」して，将来に
わたって自分の日本語学習を自律的に進めるためのツールとしてのポートフォ
リオサンプルが提供されている。
本稿において JF を取り上げたのは，英語教育上すでに重要な基準となって
いる CEFR と同様に，日本語教育においても確立した基準が存在することを
示したかったからである。すなわち，この JF は日本における英語教育のスタ
ンダードを作成する際に大いに参考となるのである。
言語教育観・言語学習観・発達観の中で，「日本語の学習者は自分が日本語
で発信するメッセージができるだけ理解されるように日本語を磨くべきであろ
うし，受け手は日本語の母語話者であろうとなかろうと，学習者・使用者の言
語変種をできる限り理解できるような姿勢を養わなくてはならない」として，
日本語を①相互理解のためのツール ②課題遂行のためのツール ③異文化理
解のためのツールと定義しているのである。それにより，言語学習を，単なる
言語能力の養成だけでなく，知的能力の向上や，寛容性や柔軟性の向上にも寄
与するものとして捉えているのである。また，言語学習は学校教育の場だけに
30
限らず，人生のいずれの時期から始めてもよく，生涯続けられうるものである
として，自律学習の重要性を強調している。
このように JF スタンダードは CEFR や ELD のように国や州による言語政
策ではないが，言語学習の目的が明確に定義されている。同時に，この定義は
大学共通英語の目的としても相応しいように考えられる。次の章において，こ
のスタンダードを基盤に，共通英語の目標，コアカリキュラム，授業設計を検
討してみることにする。
．今後の大学英語教育の方向性と測定方法
これまでの検討を踏まえ，大学共通英語学士力とその測定方法，およびコア
カリキュラムを下記のように纏めてみた
18)
。
分野共通英語学士力
目 標
英語を通じて，自他の言語・文化・社会に対する理解を深め，自律的な学習と
積極的にコミュニケーションを図る態度を育成する。また，英語を通じて，情
報を収集・発信する能力を向上させ，他の人びとの考えや意向を理解するとと
もに自分の考えなどを実践的に表現する能力を養う
．英語の知識と理解
初等中等教育で獲得した英語の技能（読む・書く・聞く・話す），基本
語彙，基本文法及び言語・文化の知識を充実させ，職業・社会・知的活動
に必要な英語の知識を獲得する。
．英語によるコミュニケーション能力
他の人びととの対話を通してほぼ自由に情報・意見などの交換ができる。
また，多様な話題について，書き言葉・話し言葉を使って自分の考え・意
見などを表現することができる。
．学習する態度と志向
学部共通英語教育の学士力とその測定（田中) 31
18) この資料は拙者も参加している財団法人私立大学情報教育協議会英語教育 IT/FD委員会で検
討されたものである。
英語を通じて，多文化・異文化の理解とメタ言語能力を身につけ，国際社
会において人間関係を形成する能力，生涯学習を継続する態度と，個人と
して自律的に行動する能力を身につける。
．専門分野の情報・知識の理解
学士修得に必要な専門分野共通の英語表現を習得して，専門分野の情報・
知識を理解することができる。
分野共通英語学士力の到達度，能力判定，客観的測定方法の方向性
．測定する内容
学習成果は，英語学習の結果として学生が実際に達成した能力を達成度として
測定するものであり，その知識・技能・能力などの成果と価値観の形成など汎
用的能力の成果は，以下の内容によって測定することができる。
①知識の成果（knowledge outcomes）英語の語彙力・英語の文法知識・英語
の表現についての達成度
②技能の成果（skills outcomes）英語を読むこと，書くこと，聞くこと，話す
ことに関する技能などの到達度
③能力の成果（competence outcomes）英語運用・表現能力，コミュニケーシ
ョン能力，応用能力などの達成度
④汎用的能力の成果（broad abilities）英語による論理的思考力，問題解決力，
批判的思考力，判断力などの達成度
．測定する方法
外国語学習は，学校教育から社会に至る継続的な生涯学習であるため，測定の
方法は一定の尺度による査定が必要である。同時に，学習成果は学習者が実際
に達成できた能力を自己評価する側面も必要なため，チェックリストによる成
果評価も必要である。
①知識・技能・能力などの測定尺度を設定して評価
知識・技能・能力のレヴェルを決定する共通参照レヴェルを作成する。実施
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は，日本国で普及している TOEIC・TOEFL・GTEC・CASEC・英検など
客観テストを用い，その結果を共通参照レヴェルで参照して評価を査定する
（参考：Council of Europe の CEFR 共通参照レヴェル）。成果については
各大学の多様な個性と特色に配慮して，各大学が独自に学習成果や到達目標
を設定する。
②汎用的能力の測定尺度を設定して評価
英語の知識・技能・能力に伴う汎用的能力（論理的思考力・問題解決力・批
判的思考力・判断力など）の評価は，米国 CLA（Collegiate Learning As-
sessment
19)
）に準ずる評価システムを作成して査定する。成果については各
大学の多様な個性と特色に配慮して，各大学が独自に学習成果や到達目標を
設定する。
③質問紙などチェックリストを設定して評価
自立・自律した自覚を促すため，質問紙など共通参照レヴェルに準じたチェ
ックリストによる Can-do リストを作成する。また，学習ポートフォリオ
（筆記課題，実験・実習，インタビュー，実験発表といった，学生の取り組
みの直接的な証拠）の手法による測定を行う。成果は学習評価に付加する。
．実施する時期
学士課程教育期間の達成度を評価するという観点から，大学入学時（入り口），
年次（中間段階）および年次（出口）の評価段階を設けることが望ましい。
①大学入学前後―その時期までの知識と理解及び技能・能力の達成度を測定
②大学中間時期―その時期に達成した知識と理解，および技能・能力の達成度
を測定
③大学卒業時期―その時期に達成した知識と理解，および技能・能力の達成度
と汎用的能力およびチェックリスト
分野共通英語学士力を達成するためのコアカリキュラム
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19) White Paper: The Collegiate Learning Assessment: Facts and Fantasies, Stephen Klein,
Roger Benjamin, Richard Shavelson, Roger Bolus. Council for Aid to Education. NY.)
高大接続時点（大学初年次の基礎英語教育開始時点）での英語運用能力の確認
①基礎英語学修（「英語Ⅰ｣・｢英語Ⅱ」）の到達度確認
・語彙力：3000語彙（新学習指導要領で実施）の習得を確認する。
・文法力：TOEIC470点レヴェルの文構造把握力をリーディングパートで確認
する。
・表現力：日常的な話題について聞いたことや読んだことを理解し，情報や考
えなどを英語で話したり書いたりして伝える基礎的な能力を確認する。
②基礎英会話学修（「オーラルイングリッシュⅠ｣・｢オーラルイングリッシュ
Ⅱ」）の到達度確認
・日常生活の身近な話題についての英語を聞いたり話したりして，情報や考え
などを理解し伝え，話し合って整理し，英語で発表する基礎的な能力を確認
する。
・上記の能力に不足がある場合は，各大学の方針に従い，分野共通英語の初年
時クラス，または再履修やリメディアルクラスで補完して，分野共通英語学
士力の目標を達成できるようにする。
．大学英語教育・社会接続
①英語を読む・理解する能力を育成する授業
・速読力の養成では，英字新聞，インターネット上の時事記事を教材として，
分単位で語数を測定するとともに，記事の目的，概要や内容を説明させ，理
解度を評価する。
・多読力の養成では，語彙と文法を段階的に分類した大量の Graded Readers
を準備して，楽しみながら読破させ，あらすじと読後感を説明させて，その
内容を評価する。
・精読力の養成では，専門分野の知識と専門用語の事前理解を前提に，専門書
を熟読して要約させ，評価する。
②英語を聞く・理解する能力を育成する授業
・視聴力の養成では，実際の英語版ラジオやテレビ番組などを加工して教材を
作り，番組の目的・概要の要点を説明させ，理解度を評価する。
・鑑賞力の養成では，英語版の映画・ドラマを鑑賞し，あらすじと感想を説明
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させ，評価する。
・聞取力の養成では，専門分野の知識と専門用語の事前理解を前提に，専門分
野の口頭発表や授業などを聞かせて要約させ，評価する。
③英語を話す・相互作用を行う能力を育成する授業
・会話力の養成では，ネイティブを相手に日常生活に必要な表現力と口語運用
力を演習し，対話能力を評価する。
・交渉力の養成では，ディスカッション，ディベートなど交渉のためのさまざ
まな事前演習を行い，二人もしくは多人数と意見交換や問題解決の実践を行
う。その上で，口頭で交渉する能力を評価する。
・発表力の養成では，考え，思想をあらかじめ文書としてまとめ，多人数の前
で発表して的確に質問に応答する能力を評価する。
④英語を書く・相互作用を行う能力を育成する授業
・文通力の養成では，ネイティブを相手に日常生活に必要な英文表現力と文通
技術を演習し，文書による表現力とコミュニケーション力を評価する。
・交渉力の養成では，取引，商談など交渉のためのさまざまな事前演習を行い，
二人もしくは多人数と意見交換や問題解決の実践演習を行う。その上で，交
渉する際の英文作成能力を評価する。
・発表力の養成では，考え，思想を文書としてまとめるためのさまざまな事前
演習を行い，多人数の前で発表し，的確に文書で対応する能力を評価する。
⑤テクノロジ−を活用した問題解決能力を育成する授業
・情報検索力の養成では，ネットワーク上の英語資源から必要な文字，音声，
画像情報を検索する演習を行い，活用能力を評価する。
・情報収集力の養成では，ネットワーク上の英語資源から必要な文字，音声，
画像情報を整理・ファイリングする演習を行い，収集および整理能力を評価
する。
・情報発信力の養成では，電子掲示板や電子メール，ブログ，ソーシャルネッ
トワークサービス（SNS）を活用した演習を行い，発信力と問題解決能力を
評価する。
⑥異文化コミュニケーション能力を育成する授業
・自文化理解力の養成では，自文化を理解した上で，異文化社会で自文化を的
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確に説明する演習を行い，自文化への理解力および説明力を評価する。
・他文化理解力の養成では，他文化を調査・整理した上で，他文化と自文化の
同一性・異質性を理解する演習を行い，他文化への理解力および説明力を評
価する。
・メタ言語能力の養成では，言語と文化の観点から日本語と英語の言語構造，
語彙と表現などを比較する演習を行い，英語の理解度と活用能力を評価する。
①〜⑤までは認知的成果（outcomes）にあたり，教員による測定（評価）や，学
習者も CEFR や Can-do リストなどにより，ある程度達成度を測定することが
可能であろう。⑥に関しては非認知的成果（broad abilities）にあたり，英語に
よる論理的思考力だけでなく，批判的思考力なども要求されるものであり，客
観的な測定は困難であろう。しかし，学生による相互評価などで補完すること
は可能であろう。共通英語教育が大学の教養教育の一端を担っていることを考
えれば，⑥についてもコアカリキュラムに含める意義があるだろう。
なお，評価方法に関しては，各科目の担当者による評価，学生たちによる相
互評価，学外者も加えた評価など，多様な方法を検討すべきである。また，認
知的成果は教員による測定のほか，CEFR や Can-do リストなどにより学習者
もある程度測定が可能である。非認知的成果は英語による論理的思考力だけで
なく，批判的思考力なども要求されるものであり，客観的な測定は困難であろ
う。分野共通英語学士力が年間にわたる大学教育を包括するものであり，今
後は年次配当やレヴェル分けをしたコアカリキュラムの作成へと作業を進めて
いく必要がある。
お わ り に
共通英語の学士力に関して検討してきたが，もちろん英語力の前に日本語の
言語力が要求され，言語力の育成の前に人間力が必要とされていることは明ら
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かなことである。つまり，CEFR や California Standard で謳われている複言
語主義と複文化主義を受容できる人材育成があってはじめて，日本人に対する
英語教育が成立するのである。
本稿では，大学の学部共通英語教育における学位授与の基準となる学士力と
はいかなるものであるのかを検討してきた。学士力というのは多様な学生たち
の卒業時の質保障を示す基準であり，その目標を達成するためのコアカリキュ
ラムとも密接に関係がある。共通英語の学士力の検討にあたって，ヨーロッパ
には EU が設計したヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR― Common European
Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment），アメリカ
合衆国にはカリフォルニア州が設計した英語教育基準であるカリフォルニア・
スタンダード（CELDT― California English Language Development Test），日本語
教育の基準である日本語教育スタンダード（JF Standard）や，日本英語検定協
会が作成した「英検Can-do リスト」などを参考にした。
共通英語教育の入り口として高大接続という観点，出口として社会接続とい
う観点から検討し，前者に関しては高大接続テストや文部科学省の学習指導要
領，後者に関しては経団連および経済同友会の方針による社会人基礎力を参考
にしながら80年というライフスパンに渡った自律学習という視点で検討を行っ
た。その結果，英語を通じて自他の言語・文化・社会に対する理解を深め，自
律的な学習と積極的にコミュニケーションを図る態度を育成するとともに，情
報を収集・発信する能力を向上させ，他の人びとの考えや意向を理解するとと
もに自分の考えなどを実践的に表現する能力を養うという目標を立てた。目標
達成に向かっての到達度，能力判定，客観的測定法の方向性を示し，達成する
ためのコアカリキュラムを明示した。
入試の多様化や大学のユニバーサル化などで多様な学生が学ぶ現代の大学で，
どこまで共通の指針を策定することが可能であるかは疑問の残るところでもあ
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るが，各大学の英語教育の検討の一助になればと願っている。日本では，競争
組織より協調協働作業組織の育成が大切である。そのための自己能力の確認と
発展を測定し，PDCAサイクルに従って高めていくことを可能とする教育シ
ステムの構築が望まれる。
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